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令和６年度

中間市建設工事等の一般競争（指名競争）参加資格審査申請書提出要領

〔市内業者・準市内業者用〕

中間市が発注する建設工事等の一般競争（指名競争）参加資格審査申請書（以下「申請書」という）

の受付を次のとおり行いますので、希望される方は、この要領をよく読んで書類を提出してください。

なお、市外業者の方は、中央公共工事契約制度運用連絡協議会（中央公契連）統一様式又は国

土交通省地方整備局申請様式にて提出してください。

１ 申請者の資格

次のいずれも該当しないこと

(1) 地方自治法施行令第 167 条の 4 に該当する者

(2) 経営状態が著しく不健全であると認められる者

(3) 建設業法（昭和 24 年法律第 100 号、以下「法」という）第 3 条に規定する許可を受けていない

者

(4) 申請書若しくは添付書類中の重要な事項について虚偽の記載をした者

(5) 法第 27 条の 23 第 1 項に規定する「経営事項審査」を受けてない者

(6) 市税並びに消費税及び地方消費税を滞納している者

(7) 競争入札に参加しようとする業務に関し、法律上必要とされる資格を有しない者

(8) 雇用保険、健康保険及び厚生年金保険（以下「社会保険等」という。）に加入していない者又

は社会保険等が適用除外されていない者

(9) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3 年法律第 77 号）第 2 条 6 号に規

定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は法人であってその役員が暴 力団員である者

２ 受付期間及び受付時間

○ 令 和 ６年 ６月 ３日 (月 ) から令 和 ６年 ７月 ２日 (火 )まで ( 祝日・土曜日、日曜日を除く)

○ 午前８時３０分 から 午後５時１５分まで

３ 受付場所

中間市役所 別館４階 契約課（持参のみ）

４ 入札参加資格の有効期間

令 和 ６年 １０月１日から令 和 ７年 ９月３０日までの１年間です。
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５ 注意事項

(1) 社会保険等の加入を入札参加資格要件としています。

社会保険等に未加入の場合は、申請することができません。

社会保険等の加入状況は、「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」の「その他

の審査項目（社会性等）」によって確認します。

ただし、「適用除外」の場合は申請可能です。また、「無」になっている者で、社会保険等に加

入し、保険料を納めている場合は、「雇用保険」と「健康保険、厚生年金保険」の領収書等

（写し）を提出してください。

(2) 申請業種は経営事項審査を受けている業種に限ります。

(3) 建設業許可を受けていない事業所を受任地とすることはできません。

(4) 入札参加資格を認められても、必ずしも指名があるとは限りません。

(5) 申請書類は内容について説明できる方が持参してください（郵送は不可）。

(6) 提出要領、申請書及び様式は、中間市のホームページからダウンロードしてください。

(7) 申請書の受付後、必要に応じ記載事項等について実態調査等を行う場合があります。実態

に即して正確に記入してください。なお、記載事項等が事実と相違していることが判明した場

合は、入札参加資格を取り消すことがあります。

(8) 新規で申請者を提出した者は、実態調査後に正式受付とします。

(9) 本申請において、「市内」とは中間市内のことをいいます。また、「市内業者・準市内業者」とは

中間市内に登記した本社･本店又は受任地とした支店･営業所があり、中間市役所課税課に

「事業開始等の届出書（法人市民税用）」を提出済の業者のことです。

６ 提出書類一覧･作成要領

※表中 [ ]は、建設業法施行規則に定める様式を示す。

№ 提 出 書 類 名 提 出 上 の 注 意

1 中 間 市 建 設 工 事 等 の一 般 競 争 （指 名 競

争）参加資格審査申請書提出書類一覧

・ 提出書類が全て揃っているか確認欄にチェックし、順番どお

りに並び替えて提出すること。

2 受付票 『申請者』欄

・ 法人は、履歴事項全部証明書のとおり所在地、商号及び代

表者の役職・氏名を記入、また個人は主たる営業所の所在

地、名称及び代表者の役職・氏名を記入すること。

『参加希望業種』欄

・ 「参加希望業種（第１号様式（その３））」と同業種とすること。

3 第１号様式

一般競争（指名競争）参加資格

審査申請書

(1) 書面左上の「新規 」、「更新 」のどちらかを○印で囲み、登

録更新の場合は、前年度の受付番号を記入すること。

(2) 所在地、商号等は、「受付票」と同一とすること。
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4 第１号様式（その３）

参加希望業種

・ 参加希望業種は、経営規模評価を受けた業種で、参加を希

望する業種に〇印を記入し、経営評定値通知書の総合評

定値（P）を記入すること。

ただし、支店等での申請は、「建設業許可申請書（別表

二）営業所一覧表」の「従たる営業所」である中間支

店又は中間営業所の「営業しようとする建設業」に記載され

た業種以外は参加希望できない。

（記入例） 参 加 希 望 業 種

5 様式１

営業経歴書

(1) 市内に本社 (又は本店 )がある場合は（イ）のみ記入、支店

等がある場合は、（イ）と（ロ）の両方とも記入すること。

(2) 測量 ・コンサル等の建設工事以外の申請者は、（イ）の「登

録事業名」欄に登録事業名、登録番号、登録年月日を記

入すること。

(3) （ロ）の「支店等の許可業種（参加希望業種）」欄は、「参加

希望業種（第１号様式（その３））」と同業種とすること。

(4) （ロ）の「受任者」欄の「役職名」は、「委任状（様式７）」の受

任 者役 職 （支店 長 ・所 長等 ）を、また「受 任者住 所 」、「氏

名」欄は、受任者の住所、氏名を記入すること。

(5) （ロ）の「支店等所在地」欄の「TEL」「FAX」は、市内事業所

に設置している番号を記入すること。

（例 ：093(2××)××××等、局番が 2××で始まる番号。

局番が 2××で始まる番号でない場合は、空欄に理由を記

入すること。）

(6) （ロ）の「専任の技術者 」欄は、支店等の専任技術者の住

所、氏名を記入し、専任技術者証明書 （写し）、健康保険

被保険者証 （写し）及び「雇用証明書 」を添付すること。な

お、土木 ・建築業種以外は、業種を訂正すること。（№15・

№27 参照）

6 様式１（その２）

営業経歴書

・ 「申請代理人」欄は、申請者以外が申請書を作成して提出

する場合には、この申請の内容に係る質問等に応答できる

者の氏名、電話番号等を記入すること。

7 様式１（その３）

工事用機械等一覧表

・ 申請者が所有している工事用機械等を記入すること。乗用

車や一般事務機器等は記入しないこと。

１
土 木 一 式 工 事

(プレストレスコンクリート構造物 )
〇

753

（743）
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8 納税証明願（中間市入札参加資格

申請用）

（原本）

※納税証明願を市民課にて代理人が請求

する際 は、 「委 任 状 （代 表 者 印 押 印 のも

の）」が必要です。

※本証明願に関するお問合せ先

中間市役所市民課

093-246-6239

(1) 「納税証明願（中間市入札参加資格申請用）」及び「住民

票 ・戸籍 ・印鑑登録証明 ・税証明等交付申請書 」に必要

事項記入及び押印の上、中間市役所市民課にて、法人

の場合は本店について、個人の場合は代表者について、

それぞれ「納税証明願（中間市入札参加資格申請用）」に

証明を受けたものを提出すること。

(2) 代理人が証明を申請する場合は、「委任状」にも必要事項

記入及び押印の上、市民課へ申請すること。

(3) 会社の社印や申請者 の身分証明書 （運転免許所等 ）及

び印鑑が必要な場合等があるので、不明な点は市民課に

問い合わせること。

(4) 写し及び他の様式は不可。なお、法人で新規に支店等を

開設し、「納税証明書願（中間市入札参加資格申請用）」

の交付を受けられない場合は、「事業開始等の届出書（法

人市民税用）」の写しを提出すること。

9 消費税及び地方消費税に関する

納税証明書

【国税通則法施行規則

別紙第 9 号書式(その 3)】

(1) 消費税及び地方消費税の納税証明書（その 3：未納税額

のない証明用 ）を本社 (又は本店 )の管轄税務署で交付を

受けて提出すること。

(法人 )納税証明書 (法人税及び消費税 )「その 3 の 3」

(個人 )納税証明書 (所得税及び消費税 )「その 3 の 2」

(2) 証明日が申請日前 3 ヶ月以内のものに限る。

(3) 写し可。

10 様式３

工事経歴書

(1) 参加希望業種（土木・建築・舗装等）ごとに別葉とし、直近

1 年分の主な完成工事及び着工した未完成工事について

記入すること。

(2) 「参加希望業種（第１号様式（その３））」に記載した参加希

望業種分のみを提出すること。

(3) 下請工事については、「注文者 」欄は元請業者名を記入

すること

11 様式４

技術者経歴書

(1) 参加希望業種（土木・建築・舗装等）ごとに別葉とし、技術

検定合格証明書 （写し、業種が重複している場合は１部 ）

又は実務経験証明書（写し、各業種ごと）を添付すること。

(2) 「経歴」欄は、その業種の通算年数を記入すること。

(3) 監理技術者は、監理技術者資格者証（写し、各業種ごと）

も添付すること。

12 印鑑証明書

（原本）

(1) 申請者が法人の場合は法人の印鑑証明書を、個人の場

合は代表者個人の印鑑証明書を提出すること。

(2) 証明日が申請日前 3 ヶ月以内のものに限る。

(3) 写し不可。

13 様式６

使用印鑑届

(1) 申請者は、必ず使用印鑑届を届けること。

(2) 所在地等は、「一般競争 （指名競争 ）参加資格審査申請

書（第１号様式）」と同一のこと。

(3) 使用印は、本市との取引に使用する印鑑を届けること。

(4) 市内に支店等の受任地がある場合は、受任者印を使用印

とすること。

(5) 法人の場合は、法人名及び役職名の刻印のある印鑑、

個人の場合は、姓名 （姓のみも可 ）の刻印のある印鑑をそ

れぞれ使用印とすること。

(6) 本社 ・本店で申請する場合は、実印を使用印として届ける

ことができる。
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14 様式７

委任状

(1) 市内に支店等の受任地がある場合のみ提出すること。

(2) 受任者印は、使用印と同じ印鑑を押印すること。

なお、入札・見積・契約等は、全て受任者となる。

(3) 「受任者」欄は委任を受ける支店等について、「委任者」欄

は委任をする本社 （又は本店 ）について、それぞれ記入す

ること。

15 支店等の受任者 （支店長等 ）及び専任技

術者の雇用を証明する書類

（写し）

(1) 市内に支店等の受任地がある場合のみ提出すること。

(2) 雇用証明書及び健康保険被保険者証の写しを提出する

こと。

（№5(6)参照）

16 様式８

事務所の位置図

・ 住宅地図に事務所所在地を赤色でマークし貼り付けること。

17 様式９

事務所内の見取図

・ 平面配置図を記載すること。

18 様式１０の１

事務所の写真

・ 事務所の全景及び事務所の出入口の看板等、事務所の状

態がわかる写真申請日前 3 ヶ月以内に撮影したものを貼り付

けること。

19 様式１０の２

事務内の写真

・ 事務所室内の状態 （机 ・椅子 ・事務器機 ・書棚等 ）がわかる

写真申請日前 3 ヶ月以内に撮影したものを貼り付けること。

20 経営規模等評価結果通知書

・総合評定値通知書

（写し）

(1) 経営事項審査の審査基準日が最新分を提出すること。

(2) 原本と写しを照合するので、原本は綴じこまないで必ず持

参すること。

(3) 原本は照合後、その場で返却。

21 経営規模等評価申請書

・総合評定値請求書

（写し）

［様式第二十五号の十一 （第十九条の七、第二十条、第二

十一条の二関係）・別紙一・別紙二・別紙三］

・ 別紙三まで提出すること。

22 建設業退職金共済事業加入

・履行証明書

（原本）

・ 中小企業退職金共済事業加入証明書（原本）でも可。

23 ①建設業許可証明書

（原本）

(1) 建設工事申請者は、①建設業許可証明書、②建設業の

許 可 について（通 知 ）、③建 設 業 許 可 申 請 書 （別 紙 を含

む）を提出すること。

(2) 測量 ・コンサル等の建 設工事以 外の申請者 は、法律 （測

量法、建築士法等 ）に規定するその④営業に関する登録

証明書を提出すること。
24 ②建設業の許可について（通知）

（写し）

25 ③建設業許可申請書（別紙を含む）

（写し）

26 ④営業に関する登録証明書

（写し）
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７ 提出書類の綴じ方

(1) 番号の若い順に、Ａ４縦の紙ファイル(色指定なし)に綴じて提出してください。

(2) 書類を綴じる方向は、① Ａ４縦の書類であれば左綴じ、② Ａ４縦横の書類であれば、上綴じ

してください。

(3) 紙ファイルの背と表紙には、商号又は名称のみを記入し、｢入札参加資格審査申請書｣等は

記入しないでください。

８ 変更届出

申請書の記載内容に変更が生じた場合は、中間市ホームページ ＞ 入札契約情報 ＞ 契約

関係様式 ＞ 申請書ダウンロード（契約関係） ＞ 建設工事・調査設計業務等契約関係様式

（一覧のページへ） ＞ 順に進み、市内・準市内業者の場合は、 ● 指名登録業者「資格審査申

請書」記載事項変更届（ワード；37KB） を印刷し、市外業者の場合は、● 提出書類（建設工事）

（PDF；26KB） 又は ● 提出書類（測量・建設工事コンサルタント等）（PDF；24KB） を印刷し、必

要な指定様式をダウンロードして、関係書類を添付し、契約課に届出の手続きをしてください。

27 専任技術者証明書

（写し）

［様式第八号（第三条関係）］

・ 市内に支店等の受任地がある場合のみ提出すること。

（№5(6)参照）

28 ①履歴事項全部証明書（原本）

※申請者が法人の場合のみ提出

又は

②身分証明書（原本）

※申請者が個人の場合のみ提出

(1) 証明日が申請日前 3 ヶ月以内のものに限る。

(2) 写し不可

(3) ②の場合は、代表者個人のものを提出すること。

29 住民票の写し

（原本）

※住民票の写しを市民課にて代理人が請

求する際は、「委任状」が必要です。

※住民票に関するお問合せ先

中間市役所市民課

093-246-6239

(1) 市内に支店等の受任地があり、且つ代表者が市内に住所

を有する場合のみ提出すること。

(2) 上記に該当する者の住所は、履歴事項全部証明書ではな

く、住民票の写しで確認するものとする。

(3) 代表者の個人番号（マイナンバー）がない住民票の写し。

(4) 本籍・続柄は不要。

(5) 証明日が申請日前 3 ヶ月以内のものに限る。

(6) 代理人が住民票の写しを請求する場合は、「委任状 」にも

必要事項記入及び押印の上、市民課へ申請すること。

(7) 申請者の身分証明書（運転免許所等）及び印鑑が必要な

場 合 等 があるので、不 明 な点 は市 民 課 に問 い合 わせるこ

と。

(8) コピー不可。

30 土地・建物の賃貸借契約書

（写し）

(1) 市内の本店 ・支店等の土地 ・建物を申請者が所有してい

ない場合は提出すること。

31 適格請求書発行事業者（インボイス） (1) 登録がある場合、登録番号欄にＴから始まる番号を記

入して下さい。

登録がない場合は「無」にチェックを、申請中の場合

は、「申請中」にチェックをしてください。



受 付 票

令和６年度中間市建設工事等の一般競争（指名競争）

参加資格審査申請書を下記により受付しました。

中間市長 福 田 浩

申 請 者

〒

所 在 地

商号又は名称

代表者役職 氏 名

（注）法人は所在地、商号及び代表者役職・氏名を履歴事項全部証明書のとおりに、また個人は

主たる営業所の所在地、名称及び代表者の役職・氏名を記入してください。

許 可 区 分 等

参 加 希 望 業 種

（注）１．希望する業種の右欄に○印を記入してください。

２．「参加希望業種」欄は、「参加希望業種（第 1 号様式(その 3)）」と同業種となります。

許可区分 大臣・知事 許可（ 一般 ・ 特定 ― ）第 号

許可区分 大臣・知事 許可（ 一般 ・ 特定 ― ）第 号

登
録
事
業
名

測量 第 号 建設コンサルタント 第 号

建築士事務所 第 号 補償コンサルタント 第 号

地質調査 第 号 土地家屋調査士 第 号

１ 土木一式工事 17 塗装工事

２ 建築一式工事 18 防水工事

３ 大工工事 19 内装仕上工事

４ 左官工事 20 機械器具設置工事

５ とび・土工・コンクリート工事 21 熱絶縁工事

６ 石工事 22 電気通信工事

７ 屋根工事 23 造園工事

８ 電気工事 24 さく井工事

９ 管工事 25 建具工事

10 タイル・れんが・ブロック工事 26 水道施設工事

11 鋼構造物工事 27 消防施設工事

12 鉄筋工事 28 清掃施設工事

13 舗装工事 29 解体工事

14 しゅんせつ工事 30 その他

15 板金工事 31 測量・設計等建設工事附帯業務

16 ガラス工事

受 付 印

受付番号



第１号様式(第６条関係)

１ 新 規

２ 更 新（受付番号 号）

一般競争（指名競争）参加資格審査申請書

中間市における建設工事等もしくは調査・設計業務の入札・見積に参加するため、別紙関係書類

を添えて参加資格の審査を申請します。なお、この申請書及び添付書類の内容については、事実と

相違ないことを誓約します。

令和 年 月 日

中間市長 様 TEL

〒 FAX

フリガナ

所 在 地

フリガナ

商号又は名称

フリガナ

代表者役職 氏 名 実印

フリガナ

担当者氏名

受 付 印

受 付 番 号



第１号様式（その３）（第６条関係）

参 加 希 望 業 種

（注）経営規模評価を受けた業種で、参加を希望する業種に〇印を記入し、経営評定値通知書の総合評定値（Ｐ）を記入してください

（測量・設計等建設工事附帯業務除く）。ただし、支店等での申請は、「建設業許可申請書（別表二）営業所一覧表」の「従たる営業

所」である中間支店又は中間営業所の「営業しようとする建設業」に記載の業種以外は参加希望できません。

参 加 希 望 業 種 に ○ 総合評定値 (Ｐ) 参 加 希 望 業 種 に ○ 総合評定値 (Ｐ)

１
土木一式工事

（プレストレストコンクリート構造物） （ ）

15 板金工事

16 ガラス工事

２ 建築一式工事 17 塗装工事

３ 大工工事 18 防水工事

４ 左官工事 19 内装仕上工事

５
とび・土工・コンクリート工事

（法面処理） （ ）

20 機械器具設置工事

21 熱絶縁工事

６ 石工事 22 電気通信工事

７ 屋根工事 23 造園工事

８ 電気工事 24 さく井工事

９ 管工事 25 建具工事

10 タイル・レンガ・ブロック工事 26 水道施設工事

11
鋼構造物工事

（鋼橋上部） （ ）

27 消防施設工事

28 清掃施設工事

12 鉄筋工事 29 解体工事

13 舗装工事 30 その他

14 しゅんせつ工事 31 測量・設計等建設工事附帯業務



営業経歴書 様式 １

営 業 経 歴 書

(注)１．中間市に本店がある場合は、（イ）のみに記入してください。（ロ）については記入の必要はありません。

２．（ロ）の「支店等の許可業種（参加希望業種）」欄には、「参加希望業種（第１号様式（その３））」の業種を記入してください。（ロ）の支店等での

申請は、専任技術者証明書の写しを添付してください。（ロ）の受任者及び専任技術者は雇用を証明する書類（健康保険被保険者証の写し及び別紙

雇用証明書）を添付してください。（ロ）の「支店等所在地」欄の「TEL」「FAX」は、市内事業所に設置している番号を記入してください。（例：093

(2××)××××等、局番が 2××で始まる番号。局番が 2××で始まる番号でない場合は、空欄に理由を記入してください。）

（イ） 本 店 の 名 称 及 び 代 表 者 氏 名 所 在 地

名
称

フリガナ 〒 （TEL － ）

（FAX － ）

代
表
者

役 職 名 氏 名（フリガナ）

許

可

業

種

大 臣・知 事（ 一 般・特 定 － ） 第 号

平成・令和 年 月 日許可・平成・令和 年 月 日許可 登
録
事
業
名

測 量・コンサル等

( )・( )・( )
第 号 ・ 第 号 ・ 第 号

平成・令和 年 月 日 ・ 平成・令和 年 月 日 ・ 平成・令和 年 月 日

種

別
工 事

（ロ） 支 店 等 の 名 称 及 び 受 任 者 氏 名 支 店 等 所 在 地

名
称

フリガナ 〒８０９－ （TEL － ）

（FAX － ）

中間市

受
任
者

役 職 名 受任者住所

専任の技術者（専任技術者証明書の(写し)を添付）

(フリガナ)

氏 名

技術者住所(土木) 技術者住所(建築)

支店等の許可業種（参加希望業種）
(フリガナ)

氏 名

(フリガナ)

氏 名

種

別
工 事

登
録
事
業
名

測 量・コンサル等

（ ）・（ ）・（ ）



営業経歴書 様式 １（その２）

（ハ） 営業の沿革（営業年数は中間市において）

（ニ） 主要取引金融機関

※各金融機関とも、本店、支店等の区別まで記入のこと。

（ホ） 休日及び夜間等の緊急（災害）工事に対応できる場合は記入してください。

創 業 大・昭・平・令 年 月

申請代理人

名 称 氏 名 ＴＥＬ

現 組 織 へ の 変 更 大・昭・平・令 年 月

営 業 年 数 年 月

総 従 業 員 数 人

銀 行・金 庫・組 合 本 店・支 店・出 張 所

責 任 者 住 所 氏 名 緊 急 （ 災 害 ） 時 連 絡 先

対 応（ 配 置 ）人 員

土木工事 建築工事

人 人 人



様式 １（その３）

工 事 用 機 械 等 一 覧 表

(注) 申請者が所有している工事用機械等を記入してください。乗用車、一般事務機器等は記入する必要はありません。

名 称 能 力 所有台数 名 称 能 力 所有台数



（中間市入札参加資格審査申請用） 市民課の窓口へ

納 税 証 明 願

中間市長 様

令和 年 月 日

所 在 地

商号又は名称

役 職・氏 名 ㊞

上記の目的に使用するため、下記の事項について証明願います。

記

現在において市税（市県民税、法人市民税、固定資産税・都市計画税、軽自

動車税、国民健康保険税）の未納がないこと。

以上

証明書の使用目的 中間市入札参加資格審査申請

納 税 証 明 書

市税について未納の税額はありません。

上記のとおり相違ないことを証明します。

令和 年 月 日

中間市長 福 田 浩



別記第８号様式（第７条関係）

     あて名）中間市長 ※法人で納税証明が必要な方のみご記入ください。

             　　

年 月 日 生

年 月 日 生

                        平成　  　　　　年中

※以下、市町村記入欄のため記入しないでください。

 窓口に来られた方 法人番号

フリガナ

証明書が必要な方をご記入ください。　

フリガナ

証明等交付申請書 署名　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　

※罰則：偽り、その他の不正の手段により交付を
受けた者は罰金・過料に処せられることがあります

　　　　　　　　年　　　　月　　　　日

住　所 使 用 目 的

TEL         - 　         -      
氏　名（ア） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

証明書が必要な方（イ）から見てあなた（ア）は　　
□本　人　　□同居の親族　　□相続人　　□代理人　□納税管理人　　□その他（　　　　　　　　　　　　　　）　

住　所　　　　　　
□同上　※本人の場合は記入不要　

氏　名（イ）
※本人の場合は記入不要　

　 住民票等証明
　　※本人・同一世帯員以外の方

　　　 は委任状が必要です 　所得等証明
※本人・同一世帯員以外の方又は法人の　　　　

税証明の取得には委任状が必要です

□住民票の写し 全員（謄本）
通 □（ 所得 ・ 課税 ）証明

３００円 通◎住民票の中に続柄（世帯主との関係）・本籍
（国籍）の記載は必要ですか

３００円
 □最新分　　□平 ・ 令　　　　　　年度

個人（抄本）
通 □非課税証明

３００円 通□必要なし         　□続柄のみ　
□本籍(国籍）のみ　□続柄・本籍(国籍）
□マイナンバー      □住民票コード

３００円
除　　票

通
 □最新分　　□平 ・ 令　　　　　　年度

３００円

 納税等証明
※本人・同一世帯員以外の方又は法人の　　

税証明の取得には委任状が必要です□記載事項証明 ３００円 通

□車検用納税証明
無　料 通□住居表示証明 無　料 通

 車両番号：北九州　　　　　　　　　　　　

□その他（　　　　　　　　　 　　　） 　　　　円 通 ■納税証明　 平 ・ 令　　　　　　　年度

　　戸籍等証明
　　　※本人・配偶者・直系の血族以外
         の方は委任状が必要です

本　籍 中間市

□納税証明（申告用）

筆頭者
 明治   　大正　 　昭和
 平成     令和

平 ・ 令　　　　　　　年中
年　　　月　　　日

□国保 □確定申告用（イ）からみて
（ア）との関
係

□本　　人 □配偶者（夫又は妻）
□直系尊属（父母又は祖父母） □直系卑属（子又は □介護 □年末調整用
□その他（　　　　　　　　　　　）　　　

□後期
全部事項証明（謄本） ４５０円 通

□法人営業証明　 ３００円 通
個人事項証明（抄本） ４５０円 通

 固定資産等証明
※本人・同一世帯員以外の方又は法人の

税証明の取得には委任状が必要です全部事項証明（謄本） ７５０円 通

□評価証明　
個人事項証明（抄本） ７５０円 通

平 ・ 令　　　　　年度
□全部　　□一部

□土地
謄　　本 ７５０円 通 中間市□家屋

抄　　本 ７５０円 通
□公課証明　

□土地

全　　員 ３００円 通
□家屋

□名寄帳 平 ・ 令　    　　年度 ３００円 通

一　　部 ３００円 通 □資産（無資産）証明 平 ・ 令　      　年度 ３００円 通

□受理証明・□記載事項証明
３５０円 通 □住宅用家屋証明 １，３００円 通

（婚姻・離婚・出生・死亡・縁組・離縁）
□地籍図交付

□身分に関する証明 ３００円 通
中間市 番地

□その他（　　　　　　　　　　　　）　 　　　円 通
中間市 番地
中間市 番地

　印鑑登録証明 ※印鑑登録証が必要です

□
３００円 通

登録番号　　　　　　　　　　　　　

本
人
確
認

１ つ で よ い も の ２ つ 必 要 な も の □（ア）の記載あり 受
付免 ・ パ ・ 個 ・ 住 ・ 在 ・ 障 ・ 療 健 ・ 介 ・ 年 ・ 社 ・ 学 ・ 質 ・ 他 □（ア）の配偶者の記載あり

番 号 （ ） 番 号 （ ） □（ア）の直系親族の記載あり 続
柄権限 委 任 状 ・ 戸 籍 ・ 登 記 事 項 証 明 ・ 資 格 証 ・ 理 由 書 ・ 他 （ ） □権限書類あり

□年金

□特定疾患 　　　□県営住宅

□児童扶養手当 　□免許

□車購入・名義変更等

□相続　　　　　　 □パスポート

□学校関係　　　 □金融機関　　

□指名願　  　    □戸籍届出

□扶養申請

□その他（　  　　　　　　　　）

３００円 通
□市県民税　　    　□法人市民税
□固定資産税    　 □軽自動車税
□国保税　　 　    　□滞納が無い証明

無　料 通

□戸　籍

□除　籍

３００円/１葉

※2枚目以降
　 は1筆(棟)
 　増すごとに
 　30円加算

通

□改製原

通

□戸籍の
　 附票

B4　300円
A3　400円
A1　600円

B4  　
通
A3 　 
通
A1  　

　税証明
　等その他

円 通

 　　　　必
ず
記
入
し
て
く
だ
さ
い



※印鑑登録に関する委任状は、別の様式となりますのでお申し出ください。

委 任 状

令和 年 月 日

受任者（代理人）

住 所

氏 名

電話番号

委任者との関係

私は上記の者を代理人と定め、下記の権限を委任します。

※ 委任する事項に☑をつけてください。

該当する委任事項がない場合は、別途記入してください。

委任者（本人）

住 所

氏 名 印

生年月日 明・大・昭・平 年 月 日

平日昼間に連絡のとれる電話番号 （ ）

委任事項

□ 住所の異動届に関すること

□ 住民票の写しの請求並びに受領に関すること

□ 戸籍に関する証明書の請求並びに受領に関すること

☑ 税に関する証明書の請求並びに受領に関すること

□ に関すること



【注意事項】

○ 受任者（代理人）は、この委任状の他に本人確認ができるものを持参してください。

（運転免許証・マイナンバーカード・住基カード・パスポートなどの公的機関が発行した顔写真付身分証明書等）

○ 委任状の偽造又は偽造した委任状の行使をしたときは、刑法第 159 条、第 161 条により罰せ

られます。

○ 委任者は、次の事項を受任者（代理人）にお伝えください。

１．住民票の写しを請求する場合

住所、氏名、生年月日、本籍地、続柄の記載の有無、通数、使用目的

２．戸籍に関する証明書等を請求する場合

必要な証明書の種類、本籍地、筆頭者、生年月日、通数、使用目的

３．税に関する証明書等を請求する場合

必要な証明書の種類、課税年度、生年月日、通数、使用目的

○ 委任者が法人の場合は、法人名及び代表者名の記入が必要です。

○ 委任者が法人の場合は、社印又は代表者印を押印してください。

○ 固定資産に関する証明を請求する場合、委任者が所有者以外（相続人等）の場合は、所有者

と相続人等の関係を証明する書類（戸籍、公正証書等）の写しが必要です。



様式 ３

工 事 経 歴 書

（建設工事の業種） 工 事 （商号又は名称）

（注） １．「参加希望業種（第１号様式（その３））」の、参加を希望する建設工事の業種別（土木･建築･舗装等の業種ごと）に、それぞれ

作成してください。

２．直近１年間の主な完成工事及び着工した未完成工事について記入してください。

３．下請工事については、「注文者」欄は、元請業者名を記入してください。

注 文 者
元請又は

下請の区別
工 事 名 工 事 場 所 配 置 技 術 者 名 請 負 代 金 の 額

着 工 年 月

完成叉は完成予定年月

千円 H・R 年 月

H・R 年 月

千円 H・R 年 月

H・R 年 月

千円 H・R 年 月

H・R 年 月

千円 H・R 年 月

H・R 年 月

千円 H・R 年 月

H・R 年 月

千円 H・R 年 月

H・R 年 月

千円 H・R 年 月

H・R 年 月

千円 H・R 年 月

H・R 年 月



様式 ４

技 術 者 経 歴 書

（建設工事の業種） 解 体 工 事 （商号又は名称）

(注) １． 資格証明については、「平成２８年度以降試験合格者」とは、１、２級土木施工管理技士又は１、２級建築施工管理技士の資格合格者。

「登録解体工事講習受講者」とは、全国建設研修センター及び全国解体工事事業団連合会等により実施される講習会を受講した者。

「解体工事の実務経験者」とは、解体工事の実務経験が年間３件以上又は年間１件以上を２回経験している者。

２．上記それぞれの項目に該当する証明書を添付してください。（コピー可）

３．専任技術者及び配置予定技術者において、１、２級土木施工管理技士又は１、２級建築施工管理技士の資格を取得していること。

氏 名 年齢 雇用年月日

法令による証明書等
営業所専任技術者資格証明 配置予定技術者資格証明

該当欄に○を記入 該当欄に○を記入

名 称 取得年月日

平成 28年

6月以降

試験合格者

登録解体

工事講習

受講者

解体工事

の実務

経験者

平成 28年

6月以降

試験合格者

登録解体

工事講習

受講者

解体工事

の実務

経験者



様式 ４

技 術 者 経 歴 書

（建設工事の業種） 工 事 （商号又は名称）

(注) １． 参加を希望する建設工事の業種別(土木･建築･舗装等の業種ごと)に作成し、技術検定合格証明書（業種が重複している場合は

１部）又は実務経験証明書(各業種ごと)の写しを添付してください。監理技術者は、監理技術者欄に○を記入し、監理技術者

資格者証（各業種ごと）の写しを添付してください。

２．「経歴」欄は、その業種の通算年数を記入してください。

氏 名 年令 雇用年月日

法 令 に よ る 証 明 書 等
監 理

技術者

経 歴

名 称 取 得 年 月 日 年 数



様式 ６

使 用 印 鑑 届

使 用 印 実 印

※ 印鑑は鮮明に押印してください。

上記の印鑑は入札、見積に参加し、契約の締結並びに代金の請求及び受領のために使用

いたしますのでお届けします。

令和 年 月 日

中間市長 様

所 在 地

商 号又は名 称

代表者役職・氏名 実 印



様式 ７

委 任 状

私は下記の者を代理人と定め、次の権限を委任する｡

委 任 事 項

１．見積、入札に関する件

２．工事請負契約締結に関する件

３．工事請負代金の請求及び受領に関する件

４．各種保証金の納付、還付請求及び受領に関する件

５．工事完成保証に関する件

６．共同企業体結成に関する一切の件

７．その他契約履行に関する一切の件

８．上記の範囲内において復代理人選任に関する件

委任期間 令和 ６年１０月 １日から 令和 ７年 ９月３０日まで

令和 年 月 日

中間市長 様

※ 印鑑は鮮明に押印してください。

受 任 者

所 在 地

商号又は名称

役 職・氏 名 使用印

委 任 者

所 在 地

商号又は名称

役 職・氏 名 実 印



雇 用 証 明 書

上記の者を雇用していることを証明します。

令和 年 月 日

中間市長 様

（証 明 者）

所 在 地

商号又は名称

役 職・氏 名 印

住 所

氏 名

生 年 月 日

雇 用 年 月 日

健康保険及び厚生年金保険加入の有無 有 ・ 無

雇用保険加入の有無 有 ・ 無



様式 ９

事 務 所 内 見 取 図 （平面配置図）



様式 ９

事 務 所 内 見 取 図 （平面配置図）



様式 ８

事 務 所 の 位 置 図

（注）住宅地図に事務所所在地を赤色でマークし貼り付けてください。



様式 １０の１

事 務 所 の 写 真

（注）事務所全景（正面）がわかる写真を （注）事務所出入口（看板等）がわかる写真を

貼り付けてください。 貼り付けてください

（申請日前 3 ヶ月以内に撮影したもの） （申請日前 3ヶ月以内に撮影したもの）



様式 １０の２

事 務 所 内 の 写 真

（注）事務所室内の状態（机・椅子・事務器機・書棚等）がわかる写真を貼り付けてください。

（申請日前 3 ヶ月以内に撮影したもの）



適格請求書発行事業者（インボイス）

※ 登録がある場合、登録番号欄にＴから始まる番号を記入して下さい。

登録がない場合は「無」にチェックを、申請中の場合は、「申請中」に

チェックをしてください。

登録番号 T □ 無 □ 申請中


